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令和８年度（２０２６年度）福岡圏域における熊本県戦略的ＵＩＪターン就職 

加速化業務委託仕様書 

 

１ 委託業務名 

 令和８年度（２０２６年度）福岡圏域における熊本県戦略的ＵＩＪターン就職加速

化業務 

 

２ 本業務の目的 

本県では、かねてより若年者の県外流出が多い状況にあり、それに伴う県内企業の

人手不足が課題となっている。加えて、最近の半導体関連を中心とした企業の県内進

出等を背景に、県内の求人需要は一層高まっており、人材の確保に向けた取り組みの

更なる強化が必要である。  

 そのため、本県へのＵＩＪターンを考えている福岡圏域の学生等に県内企業の魅力

を伝えＵＩＪターンに向けた一歩を踏み出す後押しをするとともに、人材獲得を望む

県内企業と出会うことができる機会を提供してマッチングを支援することにより、本

県へのＵＩＪターン就職の加速化を図り、県内産業界における人手・人材不足の緩和

や解消に繋げる。 

 

３ 本業務の履行期間 

 委託契約締結日から令和９年（２０２７年）２月２６日（金）まで 

 

４ 委託業務の内容 

 委託業務の内容は次のとおりとする。 

（１）熊本県内に拠点を持つ企業を訪問するバスツアーの企画及び実施 

・熊本県内に拠点を持つ企業を訪問するバスツアーを委託期間内に２回以上、企

画及び実施すること。なお、企画及び実施には、訪問企業との調整や当日の運営、

広報や参加者への連絡調整など、実施に係る一切の業務を含むものとする。 

・本バスツアーでは４０名程度／回の参加を想定している。 

・訪問企業の選定については、「熊本県ブライト企業」や「企業立地ガイド熊本」

等を参考のうえ、熊本県福岡事務所と協議のうえ、選定するものとする。 

・事業の効果測定をするため、参加者等に対してアンケートを実施し、その結果

を取りまとめること。 

・飲食に係る経費（昼食代など）が生じる場合は、別途予算措置などを検討して

いるため、本業務内容に含まないこと。 

（２）「くまもと移住定住・ＵＩＪターン就職支援センター」（以下「センター」と

いう。）ＰＲの実施 

・（１）のバスツアーと連携してセンターの認知度向上や確実な登録に繋げること。 

・その他、熊本県福岡事務所が行うイベント等と連携してセンターのＰＲを行う

こと。 
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５ 実績報告書  

 実績報告書（任意様式）については、紙媒体及び電子データで提出すること。 

 

６ 特記事項  

（１）秘密の保持等 

   受託者は、業務の処理上知り得た秘密を他人に漏らしてはならない。また、県

の承諾なしに、業務の処理過程において得られた記録等を他人に閲覧させ、複写

させ、又は譲渡してはならない。 

（２）個人情報の保護 

   受託者は、契約の履行に当たって、別記「個人情報取扱特記事項」を遵守する。 

（３）権利義務の譲渡等 

   受託者は、県の承諾なしに、契約により生ずる権利を第三者に譲渡し、又は請

け負わせてはならない。 

（４）再委託等の制限  

   受託者が本業務の一部を第三者に再委託する場合には、あらかじめ県に対して 

書面により承諾を得なければならないものとする。 

（５）損害のために必要を生じた経費の負担 

   業務の処理に関し発生した損害（第三者に及ぼした損害を含む。）のために必

要を生じた経費は、受託者が負担する。 

（６）本委託業務の経理の別について 

   この業務に係る経費を明らかにするために、他の経理と明確に区分して、会計

帳簿及び証拠書類を整備するものとし、本委託業務が終了した日の属する会計年

度の終了後５年間、これを保存しておかなければならない。 

（７）権利の帰属 

本業務により作成された資料等に係る著作権は、原則として委託料の支払いが

完了したときをもって委託者から県に移転するものとする。  

   また、受託者が委託料により購入した備品等のうち、県が指定したものについ

ては、本業務に係る契約が終了したときをもって、県に帰属するものとする。 

（８）本委託業務に関する報告等について 

委託期間中及び期間の終了後において、県が必要と認める場合は、受託者に対

しこの業務に関し必要な報告を求め、又はその職員が受託者の事務所に立ち入り、

帳簿、書類その他の物件を調査させることができる。 

（９）当仕様書に定めのない事項等について 

当仕様書に定めのない事項、又は当仕様書に定める業務の実施に当たって必要

な詳細事項及び疑義が生じた場合は、遅滞なく県と協議し解決するものとする。 
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別記 

個人情報取扱特記事項 

 

 （基本的事項） 

第１ 乙は、個人情報（個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第

２条第１項に規定する個人情報をいう。以下同じ。）の保護の重要性を認識し、こ

の契約による業務を実施するに当たっては、個人の権利利益を侵害することのない

よう、個人情報を適正に取り扱わなければならない。 

 （秘密の保持） 

第２ 乙は、この契約による業務に関して知ることのできた個人情報を他に漏らして

はならない。この契約が終了し、又は解除された後においても、同様とする。 

 （責任体制の整備） 

第３ 乙は、個人情報の安全管理について、内部における責任体制を構築し、その体

制を維持しなければならない。 

（責任者等の届出） 

第４ 乙は、この契約による個人情報の取扱いに係る責任者（以下「個人情報保護責

任者」という。）及び業務に従事する者（以下「作業従事者」という。）を定め、

書面により甲に報告しなければならない。 

２ 乙は、個人情報保護責任者又は作業従事者を変更する場合は、あらかじめ甲に報

告しなければならない。 

３ 乙は、定めた個人情報保護責任者又は作業従事者以外の者が当該個人情報を取り

扱うことがないようにしなければならない。 

 （保有の制限） 

第５ 乙は、この契約による業務を行うために個人情報を保有するときは、甲の指示

を受け又は事前の承諾を得た上で、その業務の目的を達成するために必要な範囲内

で、適法かつ公正な手段により行わなければならない。 

 （安全管理措置） 

第６ 乙は、この契約による業務に関して知ることのできた個人情報の漏えい、滅失

及びき損の防止その他個人情報の安全管理のため、ＢＣＣ（ブラインド・カーボン・

コピー）によるメール送付の徹底、複数の職員による確認やチェックリストの活用、

適正なサイバーセキュリティ水準の確保等の措置その他必要かつ適切な措置を講じ

なければならない。 

（作業場所の特定） 

第７ 乙は、この契約による業務を処理するため個人情報を取り扱うときは、その作

業を行う場所を明確にし、あらかじめ書面により甲に報告しなければならない。 

 （利用及び提供の制限） 

 



4 

 

第８ 乙は、甲の指示又は事前の承諾がある場合を除き、この契約による業務に関し

て知ることのできた個人情報を契約の目的以外の目的に利用し、又は第三者に提供

してはならない。 

 （複写又は複製の禁止） 

第９ 乙は、この契約による業務を処理するために甲から引き渡された個人情報が記

録された資料等を、甲の指示又は事前の承諾なしに複写し、又は複製してはならな

い。 

 （持出しの制限） 

第１０ 乙は、甲の指示又は事前の承諾がある場合を除き、この契約による業務に関

し取り扱う個人情報を作業場所から持ち出してはならない。 

 （再委託の禁止） 

第１１ 乙は、この契約による業務を行うための個人情報の処理は、自ら行うものと

し、甲が承諾した場合を除き、第三者（乙に子会社（会社法（平成１７年法律第８

６号）第２条第１項第３号に規定する子会社をいう。）がある場合にあっては、当

該子会社を含む。以下同じ。）にその処理を委託してはならない。 

２ 乙は、甲の承諾により、第三者に個人情報を取り扱う事務を委託する場合は、甲

が乙に求める個人情報の保護に関する必要な措置と同様の措置を当該第三者に講

じさせなければならない。 

 （派遣労働者の利用時の措置） 

第１２ 乙は、この契約による業務を派遣労働者によって行わせる場合は、当該派遣

労働者に本契約に基づく一切の義務を遵守させなければならない。 

２ 前項に規定する場合において、乙は、甲に対して、当該派遣労働者の全ての行為

及びその結果について責任を負うものとする。 

 （資料等の返還等） 

第１３ 乙は、この契約による業務を処理するために甲から引き渡され、又は乙が保

有した個人情報が記録された資料・電子媒体等は、業務完了後直ちに甲に返還し、

又は引き渡すものとする。また、乙が管理する機器等に記録された電子情報につい

ては、適正に消去・廃棄した旨の報告を書面で提出するものとする。ただし、甲が

別に指示したときは、その指示に従うものとする。 

 （作業従事者への周知） 

第１４ 乙は、作業従事者に対して、在職中及び退職後において、この業務に関して

知ることのできた個人情報を他に漏らしてはならないこと、契約の目的以外の目的

に使用してはならないことその他個人情報の保護に関し必要な事項及び個人情報の

保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第１７６条又は第１８０条の規定に

該当した場合は罰則の適用があることを周知するものとする。 
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 （指示・報告） 

第１５ 甲は、乙がこの契約による業務に関して取り扱う個人情報の適切な管理を確

保するため、乙に対して必要な指示を行い、又は本特記事項の遵守状況等、必要な

事項の報告若しくは資料の提出を求めることができるものとする。 

 （実地調査） 

第１６ 甲は、必要があると認めるときは、乙における管理体制及び実施体制並びに

個人情報の管理の状況について随時実地に調査することができる。 

 （事故発生時の対応） 

第１７ 乙は、この契約による業務に関し個人情報の漏えい等の事故が発生し、又は

発生したおそれがある場合は、その事故の発生に係る帰責の有無にかかわらず、直

ちに甲に対して、当該事故に関わる個人情報の内容、件数、事故の発生場所、発生

状況等を報告し、甲の指示に従わなければならない。 

２ 乙は、前項の漏えい等の事故が発生した場合には、被害拡大の防止、復旧、再発

防止等のために必要な措置を迅速かつ適切に実施しなければならない。 

３ 甲は、第１項の漏えい等の事故が発生した場合には、必要に応じて当該事故に関

する情報を公表することができる。 

（契約解除及び損害賠償） 

第１８ 甲は、乙が本特記事項の内容に反していると認めたときは、契約の解除及び

損害賠償の請求をすることができるものとする。 


